
特集 雑穀・豆類の機械化
機械化を巡る研究・行政

農業機械化を巡る動き

農林水産省生産局農産部技術普及課生産資材対策室

１．現行の農業機械化対策について
農林水産省では，農業機械の分野において，高

性能農業機械の開発・実用化，農業生産資材費の
低減，農作業の安全対策の３つを柱として農業機

械化対策を進めており，対策の充実強化を図って
います。

高性能農業機械については，平成25年５月に新
たな「高性能農業機械等の試験研究，実用化およ

び導入に関する基本方針」（以下
「基本方針」）が策定され，これに
基づき，①農作業の省力化・低コ
スト化を図り規模拡大等による農
業経営の体質強化，②消費者ニー
ズ等に則した安全で環境にやさし
い農業の確立，③農作業の安全性
向上に資することを目指し，開
発・実用化を推進しています。そ
して，農業機械の開発に当たって
は，基本方針に定められた具体的
な開発機械の目標に基づき「農業
機械等緊急開発事業（緊プロ事
業）」により独立行政法人農業・食
品産業技術総合研究機構生物系特
定産業技術研究支援センター（生
研センター）を中心として，メー
カー，大学，試験研究機関等の産
学官の研究勢力を結集して取り組
んでいます（資料１）。

なお，開発に際しては，生産現
場への適応性をより高める観点か
ら，試作機段階からの早期での現
地実証やモニター利用，普及実態
の把握・分析等，高性能農業機械
の開発改良にかかわる推進手法を
取り入れています。

これまでに開発された高性能農
業機械は63機種となっており，「高
性能農業機械実用化促進事業」に
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より，新農業機械実用化促進株式
会社を通じて，部品の共通化・汎
用化，開発機械の製造用の共通金
型の貸付等を推進しながら，緊プ
ロ農機の実用化・普及が進められ
ています（資料２）。

２．雑穀・豆類に係る機械化につ
いて

雑穀・豆類に係る機械化につい
ては、これまでも緊プロ事業にお
いて進めてきたところです。平成
20～21年度に実用化した「高精度
畑用中耕除草機」は、従来式（ロー
タリ式）に比べて約２倍の高速作
業が可能で、湿潤な土壌条件でも
作業ができるディスク式の中耕除
草機であり、高水分土壌でも土を
練りにくく、大豆の増収が期待で
きます。

また、平成24年度に実用化した
「小型汎用コンバイン」は、水稲、
麦、大豆、ソバ、ナタネ等の多様
な作物が収穫可能なコンバインで
す。４ｔトラックに積載可能であ
り、また、保安基準にも適合して
公道走行が可能なため、小区画・
不整形なほ場への導入が期待され
ます。

また、開発中の機械としては、
「ラッカセイ収穫機」と「大豆用高速畝立て播種機」
があります。落花生の掘取と反転作業を機械化す
るため、「ラッカセイ収穫機」（平成23～25年度)を
開発したところですが、本機に適した栽培体系を
実証・確立するため、平成25年度補正「攻めの農
林水産業の実現に向けた革新的技術緊急展開事
業」において実証事業を行っていきます。

また、平成26年度から、湿潤土壌への適応性が
高く、畝立て作業と大豆の播種作業を同時に高速
で行う「大豆用高速畝立て播種機」の開発を開始
したところです。

今後も、地域農業の振興、耕作放棄地の減少に

よる多面的機能の維持、食料自給率の向上など政
策上の必要性からも、雑穀・豆類を初めとする特
産農産物の機械化を推進していきたいと考えてい
ます（資料３～４）。

３．「攻めの農林水産業」の実現に向けた機械化
対策の展開方向

農林水産省では、生産現場の潜在力を引き出し、
その活性化を図り、農業の展望を切り開く観点か
ら、昨年、林大臣を本部長に「攻めの農林水産業
推進本部」を省内に設置しました。また、官邸に
おいては「農林水産業・地域の活力創造本部」を
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設置し、政府一丸となって農業を
成長産業としていくための対策を
検討し、昨年12月に「農林水産業・
地域の活力創造プラン」を取りま
とめました。本プランは、農林水
産業、農山漁村が抱える課題を解
決し、若者たちが希望を持てる「強
い農林水産業」と「美しく活力あ
る農山漁村」を創り上げるための
今後の農政のグランドデザインと
なるべきものです。今後は、本プ
ランに基づき、農政の改革方向と
して、①需要フロンティアの拡大、
②需要と供給をつなぐバリュー
チェーンの構築、③生産現場の強
化、④農山漁村の多面的機能の発
揮の４つの柱を基本に、「産業政
策」と「地域政策」を車の両輪と
した施策の総動員により、今後10
年間で農業・農村の所得倍増を目
指していくこととしています。

これを受け、我が国農業の機械
化は、基本方針に基づいて研究開
発を行ってきたが、今後は、基本
方針に基づく研究開発、実用化、
導入の促進に加え、「攻めの農林
水産業」の実現に向けて、①日本
再興戦略（平成25年６月14日閣議
決定）で示された担い手の米の生
産コスト削減への対応、②先端技
術を活用したイノベーションによ
り「超省力」「快適作業」「精密・
高品質」を実現するスマート農業
への貢献が求められるところです

（資料５～７）。
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